　　　　首都圏人口成熟問題の本質と対処策　　―　　ＮＭＣ３月例会の講演録
　

　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年３月１３日（火）　１８時３０分～２０時３０分

　　　　　　　　　　　　　　　　開催場所：ちよだプラットフォームスクエア　５０４号室
　　　　　　　　　　　　　　　　講師：日本政策投資銀行　地域企画部　参事役　藻谷　浩介
1、 　　講師紹介
　１９８８年東京大学法学部卒　日本開発銀行（現、日本政策投資銀行）入行　１９９２年コロンビア大学経営大学院留学。現在の兼職、内閣府、国交省、経済産業省、環境省、農水省等の審議会委員

2、 テーマ

　首都圏の変遷と今後の見通しを居住者の動向を通して解明している。

住民基本台帳の統計と国税庁の所得統計という正確な政府のミクロの統計を基礎にしている。地域分析やマクロ分析に有効であり、今後の予想の確実性も高い。革新的分析手法といえる。
　今までのマスコミ報道の常識を覆す視点が示され、所属している政府の審議会で生かされるであろう。

3、 東京圏の町並みの変化

（1） 東京圏のマンション・オフィスの着工床面積推移　　　　　　　　　　単位　ha　　
　年度　　　　1986　1988　1990　1992　1994　1996　1998　2000　2002　2004　2005　

マンション　　319　　279　357　　232　　632　721　579　　920　　899　839　　855
オフィス　　　615　　731　907　　686　　271　276　236　　308　　227　358　　267

　計　　　　　934　1010　1264　　918　　903　997　815　　1228　1126　1197　1122　　　　　　
　近年の着工床面積はバブルピーク時並になっている。しかし、オフィスは減少したままで、マンションの増加に依存している。地価の高い物件はオフィスに使われるのに、その需要が少ないので地価の安いマンションに使用されている。このことは、地価は総体としては上昇していないことを示している。

（2） 東京圏の小売商業の変化

　　年度　単位　　　1991　　　1994　　　1997　　　1999　　　2002　　　2004　2004/1991

売場面積　万㎡　　　1979　　　2165　　　2292　　　2426　　　2539　　　2614　　132％
販売額　　兆円　　　35.1　　　34.1　　　　34.8　　　34.2　　　32.7　　　32.4　　　92％
従業者数　万人　　　144.9　　154.7　　　154.1　　　172.4　　　172.4　　168.7　　116％
個人所得　兆円　　　54.2　　　54.2　　　　54.6　　　55.9　　　54.2　　　52.9　　　97％
　売場面積は毎年増加して132％も増えている。しかし、販売額は低迷を続けて92％に減っている。個人所得額が１９９９年以降低下して97%にとどまっていることが原因である。このため、企業は従業員を減少させている。しかし、売上の低下ほどにはなっていない。経営が苦しい原因である。

4、 長期的に弱まる首都圏の人口流入

（１）首都圏の人口転出入超過数　　　　　　　首都圏　＝　都、埼玉、千葉、神奈川
年　　1960　63　66　69　72　75　78　81　84　87　90　93　96　99　02　03　04　05　　

万人　　25　29　38　35　28　27　11　10　12　16　8　–3　　6　　7　14　11　10　11　　　

１９６０年代は高度成長期で,団塊世代が大挙上京した時代であった。７０年代末には団塊の親世代が６０歳を超えはじめたことから、後継ぎで故郷に戻りはじめた。９０年代前半には、団塊ジュニアの帰郷の波に加え、バブル崩壊後の景況悪化から、首都圏の人口転出超過になった。２０００年以降増加に転じているが、卒業後の２０代が首都圏に残留したことと高齢者の増加による。

（２）首都圏の年齢別人口増減　　　　　　　　　　　　　　単位　十万人

期間　　　　　　　　　　1975―80　80―85　85―90　90―95　95―00　00―05

若年者　（15―34歳）　　　　-4　　　　-2　　　　8　　　3　　　-3　　　-6　　　

実働人口（20―59歳）　　　　8　　　　11　　　　12　　　9　　　1　　　-3

高齢者　（70歳以上）　　　　3　　　　　4　　　　4　　　　5　　　7　　　9　　　

就業者数　　　　　　　　　　　9　　　　14　　　　15　　　8　　　-2

若年者と実働人口は１９９０年以降減少し、マイナスに転じている。７０歳以上の高齢者は年々増加している。就業者の大部分を占める現役世代の人口がこのように減っているので、９５年～２０００年にマイナスに転じた就業者数は、２０００年以降さらに大きく低落しているものと考えられる。

実働人口の減少と年金生活の高齢者の大幅増加は購買力の低下を加速させる。この傾向は今後益々加速され、地域経済に影響を与えるであろう。

５、  全国との比較
（１） 大阪都市圏の小売商業の動向　　　　　1990－1991年を100とした指数

年度　単位　　　1990－91　　　93－94　　96－97　　98－99　01－02　　03－04　

売場面積　　　　　　100　　　　108　　　110　　　　112　　　119　　　126　

販売額　　　　　　　100　　　　95　　　　97　　　　93　　　　86　　　86

従業者数　　　　　　100　　　　105　　　103　　　　113　　　112　　　109

個人所得　　　　　　100　　　　99　　　　100　　　104　　　　97　　　89

傾向は東京都と同じだが、個人所得と販売額の減少が著しい。売場面積と従業員が過剰である。

（２）名古屋都市圏の小売商業の動向　　　1990－1991年を100とした指数

年度　単位　　　1990－91　　　93－94　　96－97　　98－99　01－02　　03－04　

売場面積　　　　　　100　　　　110　　　112　　　　126　　　124　　　120　

販売額　　　　　　　100　　　　103　　　106　　　　106　　　100　　　99

従業者数　　　　　　100　　　　112　　　114　　　　126　　　124　　　120

個人所得　　　　　　100　　　　105　　　107　　　　112　　　107　　　103
地場の繊維産業が頑張っていたので、１９９９年頃迄は販売額や個人所得は漸増していたが、近年はそれも減少している。ここでも売場面積と従業者数の過剰が目立つ。

（３）福岡都市圏の小売商業の動向　　　　　　1990－1991年を100とした指数

年度　単位　　　1990－91　　　93－94　　96－97　　98－99　01－02　　03－04　

売場面積　　　　　　100　　　　117　　　132　　　　142　　　145　　　150

販売額　　　　　　　100　　　　107　　　117　　　　114　　　109　　　111

従業者数　　　　　　100　　　　112　　　119　　　　132　　　129　　　133

個人所得　　　　　　100　　　　104　　　115　　　　120　　　116　　　112
バブルの反動が少なく、新規雇用が増加していたので、１９９９年迄は個人所得と販売額は増加して好調であったが、２０００年以降低下してきている。売場面積、従業者数は過剰である。

（４）全国の小売業の動向　　　　　　　　　　1997年を100とした指数
年度　　　　　　　　1997　　　　98　　　99　　　00　　01　　　02　　　03　　　04　

売場面積　　　　　　100　　　　　　　　105　　　　　　　　　　110

販売額　　　　　　　100　　　　99　　　97　　　　　　　　　　　92　

坪効率　　　　　　　100　　　　94　　　　　　　　　　　　　　　84

売場面積は増加を続けているが、販売額は低下を続け、坪効率は大幅に低下している。

（５）全国のコンビニの動向　　　　　　　　　　1997年を100とした指数
年度　　　　　　　　1997　　　　98　　　99　　　00　　01　　　02　　　03　　　04　

店舗数　　　　　　　100　　　　106　　　116　　120　　123　　125　　128　　　129

販売額　　　　　　　100　　　　105　　　115　　122　　126　　129　　131　　　132　

店舗当たり売上　　　100　　　　99　　　　100　　102　　103　　104　　103　　　102
　店舗数、販売額とも年々増加している。店舗当たりの売上は横ばいで、店舗の効率はあまり落ちていない。店舗の拡大が急速であるが、一般小売業に比較して良好である。顧客の選択の結果である。

（６）大都市圏の就業者数　　　　　　　　　　　19８５年を100とした指数　　　　

年度　　　　　　　　1985年　　　　1990年　　　　1995年　　　　2000年

東京　　　　　　　　100　　　　　　110　　　　　　115　　　　　　113　

大阪　　　　　　　　100　　　　　　106　　　　　　110　　　　　　106

名古屋　　　　　　　100　　　　　　108　　　　　　114　　　　　　115

福岡　　　　　　　　100　　　　　　112　　　　　　124　　　　　　129

　若年者の地元就職により福岡が最も増加している。大阪の不振が目立つ。東京も低下しつつある。

（７）高齢化の実態　－　東京都市圏と島根県の比較　　　２０００年と２０１５年の比較　　

　　　　　　　　高齢化率　　　　６５歳以上人口　　　　　　　　　１５歳～６４歳人口　　　　

東京都　　　　１４％→２４％　　３１９万人増（１７８％）　　　１６４万人減（９２％）

島根県　　　　２５％→３１％　　　２９千人増（１１５％）　　　　　６万人減（８６％）

　島根県の高齢化は高いが、東京の高齢化の進行が著しいので、近い将来同じ状態になろう。このことから東京の今後も楽観視できない。

6、 アジアの人口問題

（1） アジアの出生率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　　％

日本　　　1.29　　　　　　シンガポール　1.20　　　　　　　　韓国　　　1.17

台湾　　　1.24　　　　　　中国　　　　　1.3～1.8　　　　　　香港　　　0.94　

儒教の影響で男尊女卑傾向が強いほど、出生率が低く、しかも男子ばかり生もうとするが傾向ある。

アジア各国とも日本より出生率は低い。

（２）中国・韓国の人口見通し

中国は２０２０年頃に人口増加が止まり、２０３０年頃から減少が始まる。大量生産モデルは行き詰まり、低所得国からの移民が中国に集中しよう。産業構造の変更に日本モデルが参考にされよう。韓国は朝鮮戦争後に団塊世代が生まれている。中国・日本ほどその山は高くないが、中国と同じ現象となる。

７、   まとめ
（１）就業者数
　今後半世紀の我が国の２０～５９歳の人口は構造的に減少する、これは就業者数の減少であり、人手不足、失業率低下、機械化・情報化と生産性向上・収益向上をもたらすので数字上の景気を年々改善させせる。しかし、就業者数の減少は可処分所得の減少であり、多くの商品の消費は年々冷え込む。小売販売額の低下は止まらない。主として２０～５９歳にしか消費されない商品の需要は減少を続ける。

（例、　　戸建住宅、ファミリーカー、オフィス、通勤定期、職場旅行、結婚式）

　世界的に人気が高く、海外で売上を増加しているトヨタグループの車が、景気が良いと言われる日本国内で今年の売上が減少しているのは以上の原因による。今後、他の商品でも具体化してこよう。

（２）、小売販売業

　既に長崎屋等が整理されたが、阪神と阪急の百貨店、大丸と松阪屋、オインとダイエー等の統合が最近具体化している。成熟社会では、顧客の選択は厳しい。小売販売業の改革は遅すぎる。今後、多くの業態で更なる店舗の整理が本格化しよう。

（３）土地需要、

　東京圏のマンションブームは、就業者数が減少していることからブームは一時的現象であり、長期的な地価の高騰は期待できない。下落も考えられる。　総需要が伸びないなか、土地流動性が増し、建替えが進む。立地条件・価格に対する客の見る目は厳しく、優勝劣敗が加速しよう。デフレ耐性の兼備が必要となる。東京圏は地方に比して良いと思われていたが、高齢化の高い進展から、購買力の低下が進む。商店が閉鎖され、高齢者の介護施設が不足する住みにくい町になる。楽観は禁物である。

（４）労働力不足対策

外国人採用も考えられるが、その前に、女性の就業率が45％と低い現状を見直し、政府と企業の子育て支援策の拡充により、就業率と出生率向上に注力することが根本的解決策と言える。アジアの手本になる必要がある。

８、　　ライターの感想

　漠然としていた未来が見えてきた。早く政府の政策に生かされて欲しい。　（文責：榎本行雄）
注: 藻谷浩介さんの「講演資料」と「講演風景写真」は別添を参照
　講演資料は本人の諒解が確認されてから、写真はそれがはっきりしてからにします。
